
国
民
金
融
公
庫
の
融
資
制
度
が
改

正
さ
れ
ま
し
た
。
主
な
改
正
点
は
次

の
と
お
り
で
す
。

■
融
資
制
度
の
新
設

●
財
務
向
上
サ
ポ
ー
ト
資
金

小
企
業
の
財
務
改
善
を
サ
ポ
ー
ト

し
、
自
立
化
を
図
り
ま
す
。

１
　
貸
付
対
象

財
務
内
容
が
弱
く
、
次
の
①
〜
③

の
い
ず
れ
か
の
設
備
投
資
を
行
う
こ

と
に
よ
り
、
収
益
性
の
向
上
が
見
込

ま
れ
る
小
企
業

①
合
理
化
②
生
産
能
力
拡
大
③
販
売

能
力
拡
大

２
　
貸
付
限
度
／
１,

５
０
０
万
円

３
　
貸
付
期
間
／

・
設
備
資
金
10
年
以
内
（
特
に

必
要
な
場
合
は
15
年
）

・
運
転
資
金
５
年
以
内
（
特
に

必
要
な
場
合
は
７
年
以
内
）

■
融
資
制
度
の
改
正

●
「
第
三
者
保
証
人
等
を
不
要
と
す

る
融
資
」
の
貸
付
対
象
要
件
の
緩
和

〈
対
象
〉

①
税
務
申
告
を
２
期
以
上
行
っ
て
い

る
こ
と

②
所
得
税
等
を
完
納
し
て
い
る
こ
と

③
最
近
の
業
績
な
ど
か
ら
第
三
者
保

証
人
や
担
保
が
な
く
て
も
ご
融
資

で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
こ
と

【
問
い
合
わ
せ
先
】

国
民
金
融
公
庫
小
樽
支
店

℡
０
１
３
４
―
23
―
１
１
６
７

遅
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
行
き
先
、

帰
宅
時
間
等
は
必
ず
家
族
等
に
知
ら

せ
て
か
ら
出
か
け
ま
し
ょ
う
。

２
　
単
独
で
の
入
山
を
避
け
、
２
人
以

上
で
声
を
掛
け
合
い
、
位
置
を
確
認

同
伴
者
と
入
山
前
に
打
合
せ
を
十

分
に
行
い
、
互
い
に
決
め
ご
と
を
確

認
し
あ
い
ま
し
ょ
う
。

万
が
一
迷
っ
た
ら
１
人
で
は
救
助

を
求
め
る
こ
と
も
で
き
ま
せ
ん
。
た

え
ず
、
同
伴
者
と
声
を
掛
け
合
い
お

互
い
の
位
置
を
確
認
し
あ
う
こ
と
が

大
切
で
す
。

３
　
服
装
は
目
立
つ
色
で

白
や
黄
色
、
蛍
光
色
の
服
装
が
目

立
ち
ま
す
。
万
が
一
の
場
合
に
は
、

救
助
隊
や
ヘ
リ
コ
プ
タ
ー
か
ら
発
見

さ
れ
や
す
く
な
り
ま
す
。
発
煙
筒
を

も
っ
て
行
く
と
な
お
良
い
で
し
ょ
う
。

４
　
携
帯
電
話
や
非
常
食
、
熊
除
け

の
た
め
の
鈴
や
ラ
ジ
オ
を
携
行

鈴
や
笛
、
ラ
ジ
オ
な
ど
の
音
の
出

る
物
は
、
熊
除
け
や
自
分
の
位
置
を

知
ら
せ
る
の
に
役
立
ち
、
非
常
食
と

な
る
あ
め
玉
や
チ
ョ
コ
レ
ー
ト
、
ビ

ス
ケ
ッ
ト
な
ど
を
持
っ
て
行
き
ま
し

ょ
う
。

５
　
迷
っ
た
と
き
に
は
、
落
ち
着
い

た
行
動

迷
っ
て
し
ま
っ
た
場
合
に
は
、
む

や
み
に
歩
き
回
ら
ず
に
、
雨
、
風
や

２
等
陸
・
海
・
空
士
を
募
集
し
て

い
ま
す
。

◆
身
分
／
特
別
職
国
家
公
務
員

◆
応
募
資
格
／
18
歳
以
上
27
歳
未
満

◆
試
験
日
／
受
付
時
に
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

【
問
い
合
わ
せ
先
】

自
衛
隊
札
幌
地
方
連
絡
部

小
樽
募
集
事
務
所

℡
０
１
３
４
―
22
―
５
５
２
１

9

後
志
支
庁
管
内
で
は
、
昨
年
６
月

〜
７
月
に
９
件
の
山
菜
採
り
に
よ
る

行
方
不
明
発
生
の
通
報
が
あ
り
、
１

名
が
行
方
不
明
の
ま
ま
と
い
う
痛
ま

し
い
事
態
と
な
り
ま
し
た
。

慣
れ
た
場
所
で
も
油
断
は
禁
物
で

す
。
次
の
こ
と
を
心
が
け
行
動
し
ま

し
ょ
う
。

１
　
行
き
先
や
帰
宅
時
間
を
家
族
に

知
ら
せ
る

「
自
分
だ
け
の
秘
密
の
場
所
だ
か

ら
」
で
は
、
万
一
の
場
合
に
捜
索
が

夜
露
に
あ
た
ら
な
い
場
所
で
救
助
隊

の
助
け
を
待
ち
ま
し
ょ
う
。

積
丹
町
で
は
昨
年
８
月
に
遭
難
抑

止
効
果
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た

遭
難
対
策
に
関
す
る
実
施
要
綱
を
制

定
し
ま
し
た
。
ま
た
要
綱
で
は
、
遭

難
し
た
場
合
に
お
け
る
捜
索
要
請
者

か
ら
の
依
頼
に
基
づ
い
た
救
助
活
動

に
係
る
費
用
（
消
耗
品
・
食
料
費
の

実
費
等
）
を
負
担
し
て
い
た
だ
く
こ

と
と
し
て
お
り
ま
す
。

「
捜
索
費
用
負
担
」
制
度
導
入
に

つ
い
て
ご
理
解
い
た
だ
き
、
ま
た
知

人
・
友
人
な
ど
へ
も
同
制
度
の
お
知

ら
せ
を
お
願
い
し
ま
す
。役

場
総
務
課

月　日 医　院　名 住　　　所 電話番号

５月３日 荒木歯科医院 余市町黒川町2－207 22－６２００

５月４日 仁木歯科クリニック 仁木町北町1－49 32－２２３７

余市町大川町14－5
５月５日 いとう歯科医院 22－１００１

太陽ハイツ１階

「 」

○fi ‹
○‡ °

皆様のご来館を心よりお待ちして
おります。

【岬の湯しゃこたん ℡›‡－¤‚fi‚】
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平成18年４月～平成19年３月まで　月額 円（月２８０円増）

国民年金保険料は、平成29年度まで毎年度月額２８０円引き上げられ最終的には、月額１６，９００

円となる予定です。

これは、年金を支える力と給付のバランスを取るためです。

平成17年の年平均の全国消費者物価指数が、対前年マイナス0 .3％であったため、平成18年度の年金
額は、前年度より0 .3％少ない額となります。
平成18年４月から新しい年金額となりますので、６月の定期支払（４月及び５月分）から年金額が変

更となります。

障害を持ちながら働いたことが評価される仕組みとして、平成18年度から65歳以上の方は、障害基礎

年金については、老齢厚生年金や遺族厚生年金などの年金との組み合わせにより併せて受給（併給）す

ることができるようになります。なお、併給を申請される場合は選択申出書を提出していただく必要が

あります。

支給対象年齢が、これまでの小学校３年生（９歳到達後最初の年度末）までから、小学校

６年生（12歳到達後最初の年度末）までに拡大され、併せて、所得制限が引き上げられます。

市区町村の担当窓口（公務員の方は勤務先）で、認定請求の手続きが必要となります。

なお、改正に伴う新規請求は、平成18年９月30日まで受け付けたものに限り、特例的に４月

１日（または支給要件に該当した日）にさかのぼって支給されます。

○平成18年度に小学校５年生または６年生の児童がいる保護者の皆様
（平成６年４月２日～平成８年４月１日生まれ）

これまで、児童手当を受給していない保護者の方　→　

児童手当を受給していた保護者の方　→　

の手続きが必要となります。

・健康保険被保険者証等の写し（申請者が厚生年金等加入者の場合）

・所得証明書（当該市町村にその年の１月１日に住所がなかった場合）など
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３月10日に開会された第１回定例町議会
は、会期を３月24日fから27日bまで延長
し同日閉会しました。
最終日の３月27日には、議員発議（１件）

とそれに係る修正動議（１件）が提案され
ました。
その審議された案件については、次のと

おりです。

（提出者）田村雄一議員
（賛成者）佐藤盛男議員

地方自治法第161条第２項ただし書の
規定に基づき積丹町に助役を置かない。
施行期日　公布の日から10日を経過し

た日から施行する。
（否　決）

（発議者）中村晃議員・大橋正雄議員

発議第１号の条例施行期日を「平成20

年７月１日から施行」に改める。
（否　決）

小樽人権擁護委員協議会では、「特設人権・困りごと相
談所」を下記のとおり開設します。
人権問題、結婚・離婚・夫婦・親子等の問題、不動産・

金銭のトラブル、うわさ・暴言によるいやがらせ、雇用・
解雇・給与等の問題、児童・生徒のいじめ・体罰の問題、
差別問題、その他日常生活の中の様々な問題でお困りの方
は、お気軽にご相談ください。

【問い合わせ先】札幌法務局小樽支局（℡ 0134－23－3012）

制度導入前後で農薬の使用方法が変わるものではありません。
しかし、農薬の散布にあたって、飛散は避けられないものでありますが、飛散により周辺の作物から基準が

設定されていない農薬が一律基準を超えて検出されると、食品衛生法違反となり、出荷停止や回収及び流通が
規制されることがあります。
また、農薬散布者の責任により、これら基準値を超えて農産物から残留農薬が検出された場合、損害費用負

担等の対象となることもありますので注意が必要です。

食品衛生法の改正に伴うもので、食品への農薬等の残留を原則禁止し、使用が認められる農薬等の残留
基準を一覧表（リスト）に示すものです。
なお、残留基準が定められている農薬等の種類は、２８１から約８００に増加します。

日　　　時（平成18年） 場　　　所

６月１日E午前10時～午後３時 小樽市役所分庁舎（色内）

６月１日E午前10時～午後３時 古平町文化会館

６月13日C午前10時～12時 余市町中央公民館

８月24日E午前10時～午後３時 赤井川村コミュニティセンター

９月12日C午前10時～午後３時 余市町中央公民館

９月24日A午前10時～午後３時 積丹町農林漁業者センター

12月７日E午前10時～午後３時 小樽市役所分庁舎（色内）

12月８日F午前10時～午後３時 仁木町役場

12月12日C午前10時～12時 余市町中央公民館

平成19年
余市町中央公民館

３月13日C午前10時～12時

いきいき女性生活相談
平成18年５月19日F 20日G 小樽市産業会館
午前10時～午後３時 杜のひろば




